
造船造機統計調査の概要（案）

調査の目的調査の目的調査の目的

造船及び造機の実態を明らかにすることを目的として、昭和25年より実施している。

調査の概要調査の概要調査の概要

＜調査期日＞ 造船調査：毎月末現在
造機調査：毎四半期末現在

＜調査対象＞ 造船調査：以下の船舶の製造設備又は入きょ設備若しくは上架設備を有する工
場（事業場を含む。）（９３０工場）
１．鋼製船舶・・・全て
２．鋼製の船舶以外の船舶・・・総トン数２０トン以上若しくは

長さ１５メートル以上のもの
造機調査：以下の舶用機関等の製造又は修繕に常時１０人以上の従業員を使用

している工場（６３４工場）

＜抽出方法＞ 全数調査

＜調査方法＞ 郵送又はオンラインにより調査票を配布・回収

＜調査の種類＞造船調査票及び造機調査票

＜調査の流れ＞国土交通省⇔地方運輸局等⇔調査対象工場

１．舶用タービン ２．火花点火機関 ３．ディーゼル機関 ４．船外機
５．舶用ボイラ ６．補助機械 ７．操だ装置 ８．操船装置
９．係船荷役機械 10．軸系及びプロペラ 11．航海用具 12．錨・鎖錨
13．自動化機器

結果の公表結果の公表結果の公表

＜主な集計事項＞
（造船調査）
○ 用途、トン数階級、起工、進水別鋼船の隻数及びトン数
○ 用途及びトン数階級別しゅん工船舶の隻数、トン数及び船価
○ 国籍及び船質別修繕船舶の隻数、トン数及び修繕高
（造機調査）
○ 機種別製造高、四半期末在庫高及び修繕高
○ 機種別部品製造高

＜公表時期＞
造船調査にあっては調査月の翌々月末日までに、造機調査にあっては調査四半期の翌々月末
日までに、造船統計月報及び造機統計四半期報によって公表

結果の利用結果の利用結果の利用

○ 船舶製造・修理業，舶用機関製造業の現状把握及び施策立案のための基礎資料
例：中小企業対策である「セーフティネット保証制度」の対象業種として指定を受ける
ため、中小企業庁へ提出するデータとして利用

○ 国民経済計算（ＳＮＡ）及び鉱工業生産指数（ＩＩＰ）の作成のための基礎資料

＜集計地域＞ 全国
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鉄道車両等生産動態統計調査の概要（案）

鉄道車両、鉄道車両部品、鉄道信号保安装置及び索道搬器運行装置の生産の実態を明ら
かにすることを目的として、昭和29年より実施している。

鉄道車両、鉄道車両部品、鉄道信号保安装置及び索道搬器運行装置の生産の実態を明ら
かにすることを目的として、昭和29年より実施している。

調査の目的調査の目的

＜調査の種類＞ ①鉄道車両生産（新造）統計調査・・・・・・第１号様式
②鉄道車両生産（改造・修理）統計調査・・・第２号様式
③鉄道車両部品及び鉄道信号保安装置生産統計調査

・・・・・第３号様式
④索道搬器運行装置生産統計調査・・・・・・第４号様式

＜調査期日＞ ①については毎月末現在、②～④については毎四半期末現在に
より行う。

＜調査対象＞ 鉄道車両（新造）、鉄道車両（改造・修理）、鉄道車両部品、
鉄道信号保安装置及び索道搬器運行装置の製造を行う事業所で
あって、これらの製造に常時10人以上の従業員を使用するもの
（93事業所）

＜抽出方法＞ 悉皆
＜調査方法＞ 郵送又はオンラインにより調査票を配付・回収
＜調査の流れ＞

＜調査の種類＞ ①鉄道車両生産（新造）統計調査・・・・・・第１号様式
②鉄道車両生産（改造・修理）統計調査・・・第２号様式
③鉄道車両部品及び鉄道信号保安装置生産統計調査

・・・・・第３号様式
④索道搬器運行装置生産統計調査・・・・・・第４号様式

＜調査期日＞ ①については毎月末現在、②～④については毎四半期末現在に
より行う。

＜調査対象＞ 鉄道車両（新造）、鉄道車両（改造・修理）、鉄道車両部品、
鉄道信号保安装置及び索道搬器運行装置の製造を行う事業所で
あって、これらの製造に常時10人以上の従業員を使用するもの
（93事業所）

＜抽出方法＞ 悉皆
＜調査方法＞ 郵送又はオンラインにより調査票を配付・回収
＜調査の流れ＞

調査の概要調査の概要

国土交通省 申告義務者

＜主な集計事項＞ ①：車種別受注、生産、月末手持両数及び金額 等
②：車種別改造・修理別受注、生産、期末手持両数及び金額 等
③：1)品目別生産、出荷、在庫数量及び金額、2)納入先別出荷内訳
④：品目別受注、生産、手持数量及び金額

＜集計地域＞ 全国
＜公表時期＞ ① ：調査月の翌月末日までに月報を公表

②～④：調査期の翌々月末日までに四半期報を公表
①～④：調査年度の翌年度９月末日までに年報を公表

＜主な集計事項＞ ①：車種別受注、生産、月末手持両数及び金額 等
②：車種別改造・修理別受注、生産、期末手持両数及び金額 等
③：1)品目別生産、出荷、在庫数量及び金額、2)納入先別出荷内訳
④：品目別受注、生産、手持数量及び金額

＜集計地域＞ 全国
＜公表時期＞ ① ：調査月の翌月末日までに月報を公表

②～④：調査期の翌々月末日までに四半期報を公表
①～④：調査年度の翌年度９月末日までに年報を公表

結果の公表結果の公表

○ 鉄道車両・同部分品製造業の現状把握及び施策立案のための基礎資料
○ 国民経済計算（SNA）及び鉱工業生産指数（IIP）の作成のための基礎資料
○ 大学・研究所等の研究機関において、景気・市場の動向等を把握するための基礎資料

○ 鉄道車両・同部分品製造業の現状把握及び施策立案のための基礎資料
○ 国民経済計算（SNA）及び鉱工業生産指数（IIP）の作成のための基礎資料
○ 大学・研究所等の研究機関において、景気・市場の動向等を把握するための基礎資料

結果の利用結果の利用
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